＜地域密着型サービス・居宅介護支援・介護予防支援＞
　廃止（休止・再開）届　【必要書類及び届出方法】
◆　留意事項
・廃止・休止・再開の届出期限は以下の通りです。
・ 廃止届・休止届 …介護保険法上、廃止・休止日の１ヶ月前までに届け出ることが義務付けられています。
・ 再開届 …再開日の１ヶ月前までにはご連願います。
・廃止（休止・再開）届は、すべて「郵送」になります。ただし、必要に応じて来庁いただく場合がありますので、ご了承願います。また、受付控(変更届受付票 等)が必要な場合は、返信用封筒に切手を貼って返送先住所宛名を明記し同封してください。

　　 　※来庁を希望される場合は、事前に電話で日時等の予約をお願いします。
・届出書類はサービス（事業）毎に作成してください。（ただし、同事業の介護予防サービスとの併記(一括での届出)は可能です。）
・休止中に指定の有効期間満了日を迎える場合については指定の更新が出来ませんのでご注意ください。指定の効力を更新するためには有効期間満了日までに指定基準を満たし事業再開(再開届を提出)した上で更新申請を行う必要があります。
◆　提出書類一覧
	届出
内容
	提出書類
	留意点

	廃止届
	1 変更届連絡票、定型封筒(切手貼付)　※来庁の場合は不要

2 廃止・休止届出書（別紙様式第二号（三））
3 指定書（原本）（指定の更新を行っている場合、更新書（原本）も併せて必要）
4 老人居宅生活支援事業廃止(休止)届(様式第３号)
(定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、看護小規模多機能型居宅介護  及び
　　　特養等に併設する地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護)
5 老人デイサービスセンター等の廃止(休止)届(様式第６号)
（単独の認知症対応型通所介護、地域密着型通所介護）

… ③の指定書（原本）を提出できない場合（紛失など）…

・ 指定書（原本）を提出できない理由書

【処遇改善加算を算定している場合】

★「介護職員処遇改善実績報告書・介護職員等特定処遇改善実績報告書」を最終の加算の支払いがあった月の翌々月の末日までに提出してください。
　　(例)８月末に廃止した場合
⇒８月分は１０月に支払われるので、その翌々月の１２月末までに提出となる。

	注）②の届出書内「サービスを受けている者に対する措置状況」欄は、廃止に際し利用者○名をそれぞれどこの事業所へ引き継いだのか等を明記してください（利用者の個人情報は記載しないでください）。
・補助金等を受け開設した事

業を廃止する場合は、当該補

助金の精算手続きが必要となることがありますので、あらかじめ管轄部局へ確認してください。

	休止届
	1 変更届連絡票、定型封筒(切手貼付)　※来庁の場合は不要

2 廃止・休止届出書（別紙様式第二号（三））
3 指定書の写し（指定の更新を行っている場合、更新書の写しも併せて必要）

4 再開に向けた取り組み計画書（任意様式） (※１)

5   求人票等の写し（従業者の欠員等による休止の場合、再開に向けて求人等を行っていることが確認できる書類（写し）の添付が必要です。） (※２)

6   事業再開に向けて取り組みを行っていること及び万一再開の目途が立たなくなった場合には廃止届等必要な措置を行うことについての誓約書（任意様式）(※２)
7 老人居宅生活支援事業廃止(休止)届(様式第３号)
(定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、看護小規模多機能型居宅介護  及び
　　　特養等に併設する地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護)
8 老人デイサービスセンター等の廃止(休止)届(様式第６号)
（単独の認知症対応型通所介護、地域密着型通所介護）

注）②の届出書内「サービスを受けている者に対する措置状況」欄は、休止に際し利用者○名をそれぞれどこの事業所へ引き継いだのか等を明記してください（利用者の個人情報は記載しないでください）。

	(※１)
「再開に向けた取り組み計画書」は、休止の原因となった状況を６か月以内にどのように解決し再開するのか等を必ず記載してください。
(※２)
休止が、従業者の産休等によるもの等で、休止が一時的なものであって再開することが明らかな場合、④および⑤の書類は不要です。

	再開届
	1 変更届連絡票、定型封筒(切手貼付)　※来庁の場合は不要

2 再開届出書（別紙様式第二号（五））
③ 付表（再開するサービスに対応したもの。付表別紙が必要なサービス（居宅介護支援等）については、付表別紙も添付が必要）

④管理者経歴書（参考様式２）

（小規模多機能、認知症対応型共同生活介護、地域密着型介護老人福祉施設、認知症対応型通所介護、看護小規模多機能のみ）
⑤運営法人代表者経歴書（参考様式２－２）

（小規模多機能、認知症対応型共同生活介護、看護小規模多機能のみ）
⑥ 計画作成担当者経歴書（参考様式２－１）

（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定、地域密着型介護老人福祉施設、のみ）
⑦ 介護支援専門員一覧（参考様式２２）

（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定、看護小規模多機能のみ）
⑧ 資格証の写し（過去に当該事業所分として提出履歴がある者を除く。）

⑨ 勤務形態一覧表（再開するサービスに対応したもので、再開日から４週間分、従業者全員分で作成）

⑩ 介護給付費の算定にかかる体制等状況一覧表
⑪ 損害賠償発生時に対応しうることを証明する書類（再開後においても賠償保険等の保障が継続している(当該事業が保障対象である)ことが確認できる書類を添付してください）

⑫ 変更届出書類一式（変更がある場合のみ。詳しくは【変更届】及び【加算・規模に関する届出】のページをご確認願います。） 注１
※再開時の状況により、その他必要書類を求める場合があります。
	必ず再開前に届け出てください。

予約はあらかじめ余裕をもっておとりください。

注１） 休止届出時以降、人員その他運営事項（付表）および介護給付費算定に係る体制等に変更がある場合は、再開届と同時に変更届が必要です。


